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１．事業の概要と目的 

文部科学省による平成２６年度ＡＰ（大学教育再生

加速プログラム）事業に岐阜高専は採択された．本校

はテーマⅠ・Ⅱ複合型で採択されている．テーマⅠと

はアクティブラーニング(ＡＬ)であり，テーマⅡは学

修成果の可視化である．最長５年間に渡る大学教育の

再生と改善を加速する事業である． 

テーマⅠのＡＬは，実験・実習を教育の柱とする高

等専門学校では，既に全学年に多く取り入れられ，ス

パイラルアップしていく技術者教育制度が確立してい

る．しかしながら，現代社会が技術者に求める“技術

者倫理や国際化，更には高度化や融合・複合化など，

急速に進展する社会の変化に柔軟に対応できる能力”

を限られた修学期間で学生に付与していく事が，現在

の高専教育には求められている． 

本プログラムでは，ＡＬを活用して教育改善し，そ

の成果を含めてテーマⅡの教育成果の可視化を如何に

行っていくか，を課題としている．本校ＡＰでは，以

上に示した高専の課題を克服し，本校の教育目標によ

る表１の卒業後の学生のイメージに向けて，自律的に

能力改善を進めていける倫理観に富んだチャレンジ精

神ある技術者を養成していくことを目指している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．実施内容 

事業の達成目標として本校ＡＰでは，表２に示す具

体的な実施計画における指標を必達目標としている．

そのために，次の２つを実施していく． 

①ＡＬを全ての教育課程へ展開・拡充し，社会や経

済環境の変化に柔軟に対応できる人材を育成する．ま

た，高専でのＡＬを活用した非教育課程活動による学

修成果を，定量的に可視化し，支援する体制を学内全

体で構築する．（図１参照） 

②電気情報工学科で推進してきた「実践技術単位制

度」を全校展開するとともに，教育課程の学修活動へ 

 

表２ 具体的な実施計画における指標 

 

 

表１ 卒業後の学生のイメージ 

① 課題解決に自主的に取り組む人材 

② チームワーク力やリーダーシップを有する技術者人材 

③ 変化に柔軟に対応できる自己変革能力がある人材 

④ 技術者倫理を深く理解し社会規範意識に優れる人材 

⑤ 高度化･国際化に対応し挑戦できる人材 

※1岐阜工業高等専門学校  

 



もこの制度を展開し，高専での教育課程学修と非教育

課程活動の全てを，ＡＬを活用した学修成果として可

視化する． 

これらにより，幅広い場で将来にわたり活躍可能な，

実践的・創造的技術者の養成を目指していく． 

 

３．事業の成果と効果 

２年目までの本事業の成果と効果は次の通りである。 

①教室 ICT 環境の改善：五学科五学年の全２５クラ

スに無線 LAN 環境を整えた．また，１から３学年の全

１５教室に，双方向プロジェクターを導入した．タブ

レットＰＣを上記システムに連動できるよう配置した． 

②LMS 学習環境の改善：Moodle を用いた学修支援用

LMS の構築を行い，学習支援データの蓄積を全教科等

で開始した．リテラシー教育や企業技術者用コンテン

ツも含まれている．また，教材作成環境と，実践技術

単位データベースによる学修成果可視化システムの環

境も整え，データの集計を開始した． 

③シニアＯＢとの連携：MCC 準拠の企業技術者一押

しコンテンツを導入・基準・発展の３レベルを意識し

つつ集積した．現在は４４テーマが提案され，その学

修コンテンツと入門・基準レベルの CBT を順次開発中

である．図２は前年度の成果報告書で，これらの課題

を掲載している。また，図３はシニアＯＢとの連携の

一例である。シニアＯＢによる地域企業の中核人材育

成塾コンテンツを，学生の自主的学修コンテンツとし

て展開していく予定である。 

④実践技術単位制度の展開：学校の教務・学生・学

科・教員・学生･職員・後援会・卒業生・その他が，別々

に実施していた活動が上記目標に集約され，ＡＬを意

識したツールと共通した実践技術単位指標により，系

統的に教育成果として蓄積される．これらにより学修

成果の定量的な可視化が可能となる．科目成績とは別

の，高専での学修全体の成果を可視化する事を目指し

ている。 

 

４．事業の課題と対処方法 

現時点における本事業の課題と，それに対する対処

方法は次の通りである。 

①教員のコンテンツ作成やＡＬを用いた授業改善：

ICT 環境は特別な教室だけで無く，どこでもどの教員

でもいつでも活用出来るように，利用講習会や活用授

業の見学等，ＦＤ活動を推進している．この講習会活

動は，繰り返し実施する事が必要である。 

②学生への教育成果・学修成果の可視化：JABEE 等

の教育の質保証を推進するため，多様な学生の学修を

支援する必要がある．特に，優れた学生を伸ばすため

の仕組みを可視化する事が必要である．そのため，シ

ニアＯＢを含めて，卒業生の活躍の可視化を並行して

推進していく． 

 

５．事業の継続性と展開 

本校事業では，事業の継続性と展開について，最大

限の配慮を実施している．すなわち，シニアＯＢとの

継続的な連携の推進と，自前の LMS や ICT 学修環境の

改善である．岐阜大学等，近隣の教育機関との連携も

推進しつつある．本校内の一部学科等で顕著な成果を

上げてきている教育改善手法を，大学教育再生加速事

業として全校展開できれば，高専機構や他大学での教

育改善にも展開できると確信している． 

  

 

図１ 高専教育全体をＡＬ化・可視化する 

 

 
図２ 平成 26 年度 AP 報告書 

 

 

図３ シニアＯＢとの連携の活用 


